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第２次愛西市下水道事業経営戦略＿概要版 

 

１．経営戦略策定の趣旨 

 

近年の下水道事業を取り巻く環境は厳しく、特に、少子高齢化の進展による世帯構成の変化や

人口減少、節水型機器の普及を要因とする水需要の減少に伴う収入減の一方で、今後増加する老

朽化施設等の更新や災害対策は急務となっています。 

  こうした状況の下、持続可能な下水道事業を運営するため、本市では下水道事業の中長期にお

ける経営基本計画として、平成 28 年度に「第 1 次愛西市下水道事業経営戦略」を策定しました。 

  本市の下水道事業は、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに的確に取り組むた

め、令和元年度から公営企業会計へ移行しています。このため、令和 4年度に当該計画を見直し、

公営企業会計への移行に対応した「第 2次愛西市下水道事業経営戦略」へ改定しました。 

 

２．経営戦略の対象範囲と計画期間 

 

（１）経営戦略の対象範囲 

 

  本経営戦略は、市内の公共下水道１処理区（日光川下流流域関連公共下水道）、農業集落排水施

設 19 処理区（西保、本部田・東條、佐屋中央、山路、西鵜戸、福原、小茂井、四会、森川、鵜戸

東八反割、早尾、立田、鵜多須、赤目、東川、八開中部、二子、八開北部、八開南部）、コミュニ

ティ・プラント 5処理区（佐屋中央、永和台、東八幡、西八幡団地、諸桑団地）を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営戦略の計画期間 

 

本経営戦略の計画期間は次のとおりです。 

 

令和５年度（２０２３年度）から令和１４年度（２０３２年度）までの１０年間

福
原

諸桑団地

西
鵜
戸

小
茂
井

立
田

鵜
多
須

東
川

早尾

四会

鵜戸東

八反割

山路

八開

北部

v

西
保

本部田・東條

永和台

佐屋中央

森川

東八幡

八開

中部

八
開
南
部

二子

赤目

西八幡団地

農業集落排水施設

処理場

旧市町村界

凡例

日光川下流流域関連
公共下水道処理区

コミュニティ・プラント

河川

鉄道

国道

佐屋中央

資料番号 ３ 



- 2 - 

３．下水道事業の概要 

 

（１）整備状況 

 

公共下水道事業は平成 15 年度から整備に着手しています。令和 3年度では、416.8ha の整備が

完了し、概ね毎年 20ha の整備を進めています。公共下水道事業の計画区域は 616.7ha としてお

り、現在、計画区域に対して、整備が完了した区域は約 68％であり、今後も管きょ整備等が必要

な状況です。 

  また、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント整備事業については、整備済みであり、

それぞれの処理区域面積は、1,063ha 及び 38ha、管きょ延長は約 239 ㎞及び約 13 ㎞となってい

ます。 

 

（２）水洗化の状況 

 

  安定した事業経営とするためには、支出抑制に加え、下水道使用料収入の増加を図るべきであ

り、これに大きく影響を与える水洗化率※1は重要な指標です。本市の水洗化率は、公共下水道事

業については 59.3％となっており、類似団体と比べてわずかに低い状況です。農業集落排水事業

については、95.1％に達しており、類似団体より高い状況です。 

※1：下水道の処理区域内（整備区域内）人口のうち、実際に下水道に接続している人口の割合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）各事業の経営状況 

 

  公共下水道事業 

   公共下水道事業の令和 3 年度決算における収益的収支では、下水道使用料 1億 7,470 万円は

支出における維持管理費 1億 7,510 万円とほぼ近似しており、維持管理費を下水道使用料でま

かなえている状況です。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 
処理区域内人口 

（人） 

② 
水洗化人口(人) 

②÷① 
水洗化率(％) 

（参考） 
類似団体の 
水洗化率(％) 
平均値(R2) 

公共下水道事業 21,965 13,030 59.3 60.7 

農業集落排水事業 14,203 13,513 95.1 87.7 

コミュニティ・ 
プラント整備事業 

3,316 3,160 95.3 － 

合 計 39,484 29,703 75.2 － 



- 3 - 

  農業集落排水事業 

   農業集落排水事業の令和 3年度決算における収益的収支では、下水道使用料 1億 9,690 万円

は支出における維持管理費 2億 2,580 万円を下回っており、維持管理費を下水道使用料でまか

なえていない状況です。また、収入のうち一般会計繰入金が 34％を占めるなど、不足分の約 3

分の 1を一般会計繰入金に依存している状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  コミュニティ・プラント整備事業 

   コミュニティ・プラント整備事業の令和 3年度決算における収益的収支では、下水道使用料

2,820 万円は支出における維持管理費 2,320 万円を上回っており、維持管理費を下水道使用料

でまかなえている状況です。収入のうち長期前受金戻入が多くを占めており、経常損失が出て

いる状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．将来汚水量の予測 

 

 本市の下水道事業の支出・収入の予測に関わる将来汚水量を推計しました。推計にあたっては、

行政区域内人口の減少、整備予定面積、１人あたり汚水量原単位、水洗化率の設定等により、将来

の変動を予測しました。 

 汚水量の予測結果は図 1～図 3のとおりです。公共下水道は、当面増加が続き、令和 12 年度のコ

ミュニティ・プラントの統廃合により大きく増加した後も、令和 15 年度まで増加し、その後は、

行政区域内人口の減少に伴い減少していくと見込んでいます。 

 農業集落排水とコミュニティ・プラントは、減少傾向が続くと見込んでいます。 
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汚水量予測（公共下水道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水量予測（農業集落排水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水量予測（コミュニティ・プラント） 

 

５．基本理念と施策体系 

 

（１）基本理念 

 

  第 2 次愛西市総合計画では、基本目標として「良好な環境を未来につなげるまちづくり」「快

適で便利なまちづくり」「市民に信頼される、安定した行財政運営」を掲げており、下水道は、そ

の基本目標に沿った役割を担わなければなりません。 

  そこで、「良好な環境・快適な暮らしを安定的に提供する下水道」を基本理念とし、その実現に

向けて各種施策に取り組んでいます。 
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（２）施策の体系 

 

  基本理念【良好な環境・快適な暮らしを安定的に提供する下水道】の実現に向けて、『基本方針

１ 良好な環境を実現します。』、『基本方針２ 快適な暮らしを提供します。』及び『基本方針３ 

安定したサービスを提供します。』の３つの基本方針を設定しました。 

  また、それぞれの基本方針には、基本方針実現のために、次の基本方針及び施策体系図に示す

実現施策及び具体的取り組みを設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．投資・財政計画 

 

持続可能な下水道事業を運営するために、基本理念に基づいた各施策の実施に併せ、中長期的

な視点で必要となる施設や設備に関する投資とその財政見通しを試算し、収入と支出が均衡する

よう調整した収支計画を立て、経営健全化と経営基盤の強化に徹底して取り組む必要があります。 

 

（１）流入汚水量についての説明 

 

  投資・財政計画（収支計画）の試算に必要な流入汚水量は、水洗化率が現況のまま推移した場

合と、水洗化率向上の取り組みを行い、水洗化率が向上した場合の２通りの予測を行い、投資財

政計画を作成しました。  
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（２）投資・財政計画についての説明 

 

  公共下水道事業（現況） 

   収益的収入及び収益的支出は図 4及び図 5のとおりです。公共下水道事業は早期普及を目

指しており、毎年 20ha 程度の管きょ整備を行うため、収益的収入は、管きょ整備に伴い使用

料収入やその他の収入も増加傾向となる見込みです。 

 

 

 

   収益的支出（図 5）についても同様であり、資産の増加に伴い減価償却費は増加傾向となる

見込みです。その他の費用も物価上昇や汚水量増加の影響により増加傾向となります。 

 

 

 

 

42,151 42,446 42,743 43,042 43,344 43,647 43,953 44,260 44,570 44,882

165,066 163,616 167,915 173,002 174,400 179,691 183,964 204,170 215,663 218,736

374,776 392,617 415,805 429,668 444,914 467,165 487,567
509,866 530,319 542,958

97,050 101,821 108,231 113,938 119,205 123,374 127,442
133,183

139,125 139,118

100 100
100 100 100

100 100
100

100 100

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

収
益
的
支
出
（
千
円
）

雑支出

支払利息

減価償却費

経費

職員給与費

176,386 179,026 183,316 189,091 194,866 200,641 206,251 241,396 246,181 250,636

282,784 320,366 335,363 357,613 388,341 421,574 438,335
464,744 487,402 508,126

28,216
31,634 33,637 35,387

38,659
42,426 43,665

46,256 48,598 50,874

184,058
192,539 201,193

201,079
202,993

211,591 220,189
228,773

233,526 232,378

50,900
65,800 64,100 62,300

63,000
57,600

63,000

68,600
63,400 4,700

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

収
益
的
収
入
（
千
円
）

雑収益

長期前受金戻入

他会計補助金（基準外）

他会計補助金（基準内）

営業収益（使用料収入）

図 4 

コミュニティ・

プラントから永

和台処理区等が

編入 

コミュニティ・

プラントから永

和台処理区等が

編入 

図 5 

将来水洗化率：水洗化率向上の取り組みを行わなかった場合 
  公共下水道 ⇒ 令和３年度実績値で固定(59％) 

(整備進捗中のため、結果としての水洗化率は 57.3％) 
  農業集落排水、コミュニティ・プラント ⇒ 令和３年度実績値で固定 

(農業集落排水は平均 92.5％、コミュニティ・プラントは平均 95.3％) 

将来水洗化率：水洗化率向上の取り組みを実施した場合 
  公共下水道 ⇒ 90％ 

(整備進捗中のため、結果としての水洗化率は 83％) 
  農業集落排水、コミュニティ・プラント ⇒ 95％ 

(95％に達していない処理区が対象) 
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   資本的収入及び資本的支出の推移は図 6 及び図 7のとおりです。資本的収入は、国（県）

補助金と企業債が大部分を占めます。毎年 2～4億円規模の不足が生じる見込みで、補填財源

（過年度の損益勘定留保資金、利益剰余金など）で補填することとなります。 

 

 

 

   資本的支出については、管きょ整備のため、令和 13 年度までは建設改良費が高い水準（10

～14 億円）で推移する見込みとなっています。これに伴い企業債償還金も増加傾向となる見

込みです。 
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  公共下水道事業（改善） 

   収益的収入及び収益的支出は図 8及び図 9のとおりです。最終年の令和 14 年度には使用料

収入が 3億 4,699 万 6 千円となり、水洗化率が現況で推移する場合の 2億 5,063 万 6 千円よ

り 40％程度増加する結果となりました。 

 

 
 

 

 

  農業集落排水事業（現況） 

   農業集落排水事業は、施設の整備は完了しており、収益的収入は人口減少に伴う低下傾向

が見込まれますが、計画期間内の大幅な減少は見込まれません（図 10）。 
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   収益的支出も同様であり、人口減少に伴い低下傾向が見込まれます。ただし、物価上昇の

影響により、緩やかに低下する予測となっています。既存施設の減価償却費は減少します

が、機能強化計画に基づく改築更新による減価償却費の発生の影響もあり、トータルとして

の減価償却費の減少幅は少ないものとなっています（図 11）。 

 

 

 

   資本的収入及び資本的支出の推移は図 12 及び図 13 のとおりです。資本的収入は、基金を

令和 6年度までに取り崩すため、令和 7年度以降は不足額が増加する見込みとなっていま

す。 

 

 

 

   資本的支出については、機能強化計画に基づく改築更新のため、建設改良費が 1～2億円程

度で推移する見込みです。 
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  農業集落排水事業（改善） 

   収益的収入及び収益的支出は図 14 及び図 15 のとおりです。最終年の令和 14 年度には使用

料収入が 1億 7,001 万 6 千円となり、水洗化率が現況で推移する場合の 1億 6,309 万 3 千円

より 4％程度増加する結果となりました。 

 

 

 

 

 

  コミュニティ・プラント事業（現況） 

   コミュニティ・プラント整備事業は、施設の整備が完了しており、人口減少に伴い処理水

量は徐々に減少していく見込みですが、物価上昇の影響により経費は微増傾向の予測となっ

ています。図 16 及び図 17 のとおり、令和 12 年度に永和台処理区等が公共下水道へ編入し、

コミュニティ・プラントは佐屋中央処理区のみとなるため、使用料収入・経費がともに減少

します。計画期間内の長期前受金戻入・減価償却費については、令和 6年度に減少します

が、以降はほぼ一定となり、計画期間後に段階的に減少する見込みです。 

 

 

 

189,497 186,921 184,184 182,252 180,159 178,227 176,295 174,202 172,270 170,016

154,421 147,785 131,625 100,742 97,217 94,857 93,879 93,768 94,083 94,275

207,579 210,215 222,375 251,258 255,783 260,143 264,121 268,232 272,917 277,725

373,711 357,794 339,961 330,539 324,558 319,883 317,558 316,140 314,375 312,607

1,542

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

収
益
的
収
入
（千
円
）

雑収益

長期前受金戻入

他会計補助金（基準外）

他会計補助金（基準内）

営業収益（使用料収入）

25,341 25,519 25,697 25,877 26,058 26,241 26,424 26,609 26,796 26,983

327,407 329,104 330,802 332,499 334,196 336,134 337,832 339,529 341,469 343,166

503,358 482,683 459,740 448,211 441,447 436,450 434,718 434,329 433,738 432,786

37,116 32,994
29,498 26,293 23,551 21,513 19,942 18,802 17,943 17,319

200
200

200 200 200 200 200 200 200 200

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

収
益
的
支
出
（千
円
）

雑支出

支払利息

減価償却費

経費

職員給与費

27,126 26,715 26,167 25,756 25,482 25,071 24,660

5,480 5,343 5,343

5,300 5,400 5,400 5,400 5,500 5,500 5,600

1,300 1,300 1,300

22,232
18,020 18,025 18,030 18,035 18,040 18,045

18,050 18,051 18,052

5,530

5,530
30 30 30 30 30

30 30 30

4,265

1,389
7,797 8,570 9,106 9,907 10,583

13,022 13,248 13,358

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

収
益
的
収
入
（千
円
）

不足額

雑収益

長期前受金戻入

他会計補助金（基準外）

営業収益（使用料収入）

図 14 

図 15 

公共下水道へ

永和台処理区

等が編入 

図 16 



- 11 - 

 

 

 

   資本的収入及び資本的支出の推移は図 18 及び図 19 のとおりです。資本的収入は、工事負

担金のみを見込んでおり、不足が継続する見込みとなっています。 

 

 

 

資本的支出については、処理場修繕に係る支出のため、4 処理区が公共下水道へ接続した後

は減少する見込みとなっています。 
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  コミュニティ・プラント事業（改善） 

   収益的収入及び収益的支出は図 20 及び図 21 のとおりです。最終年の令和 14 年度には使用

料収入が 616 万 5 千円となり、水洗化率が現況で推移する場合の 534 万 3 千円より 15％程度

増加する結果となりました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 

（１）経営戦略の事後検証に関する事項 

 

  本経営戦略では、愛西市下水道事業の現状と課題を把握し、将来の事業環境を推察した上

で、基本理念を定め、実現方策を設定しました。経営戦略の策定は、いわゆるＰＤＣＡサイク

ルの計画（Ｐ：Ｐｌａｎ）にあたり、目標を定めたにすぎません。 

  今後は各種施策を実行（Ｄ：Ｄｏ）し、その進捗の事後検証とモニタリングを実施（Ｃ：Ｃ

ｈｅｃｋ）し、必要に応じて改善（Ａ：Ａｃｔｉｏｎ）していきます。 
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（２）経営戦略改定に関する事項 

 

  総務省公表の経営戦略策定ガイドラインにおいて、「改定に当たっては、経営戦略に基づく取

組における毎年度の進捗管理と一定期間（3～5 年ごと）の成果を検証・評価した上で行い、より

質の高い経営戦略にすること。」とされています。 

  これに基づき、本経営戦略は策定から 5年ごとに改定するものとし、次回の改定は令和 9年度

（公表は令和 10 年度）に予定しています。ただし、経営環境に大きな変化が生じた時は直ちに

改定します。改定にあたっては、各種経営指標の達成度を検証・評価するものとします。 

 

年度 予定 

令和 5 年度 経営戦略の公表 

令和 6 年度  

令和 7 年度  

令和 8 年度  

令和 9 年度 経営戦略の改定作業 

令和 10 年度 経営戦略の公表 

令和 11 年度  

令和 12 年度  

令和 13 年度  

令和 14 年度 経営戦略の改定作業 

令和 15 年度 経営戦略の公表 

 

 


